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結果の概要
調査対象事業所の入れ替えに伴う指数等の改訂

　厚生労働省により、平成16年１月分から事業所規模30人以上の調査対象事業所の入れ替えが行われたことにより、調査結果に段差が生じたため、過去に遡って指数を改訂し、時系列変化をみることができるようにした。

　賃金指数、労働時間指数及びそれらの増減率については平成14年２月分以降、常用雇用指数及びその増減率については平成11年2月分以降改訂した上で、さらに平成12年（基準年）＝100となるよう過去に遡ってすべての指数を改訂した。

事業所規模５人以上（第１種･第２種）
１　賃金の動き
　１月の調査産業計の１人平均現金給与総額は、２７９，１００円で、前月比５６．３％減、　　　　　　　　前年同月比４．２％減となった。
現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は２６４，０９２円で前月比４．０％減、前年同月比４．０％減であり、特別給与は１５，００８円で前年同月差３，９５６円減となった。
また、定期給与のうち所定内給与は２４２，６６９円となり前月比３．６％減、前年同月比３．８％減となった。
産業別に定期給与の動きを対前年同月比でみると、不動産業（３１．２％増）、電気・ガス・水道業
（６．５％増）、金融･保険業（６．３％増）、運輸･通信業（３．９％増）、建設業（１．７％増）では増加したが、卸売･小売業,飲食店（１０．５％減）、サービス業（４．７％減）、製造業（３．２％減）では減少した。
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調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計

調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計

２　労働時間の動き
　
１月の調査産業計の総実労働時間は１４１．７時間で、前月比１０．３％減、前年同月比１．３％減となった。
総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると所定内労働時間は１３０．６時間で、前月比１０．１％減、前年同月比１．０％減、所定外労働時間は１１．１時間で前月比１２．８％減、前年同月比５．３％減となった。
製造業の所定外労働時間は１４．０時間で前月比１６．８％減、前年同月比１０．８％減となった。

調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計
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３　雇用の動き
１月における調査産業計の雇用の動きを常用雇用指数（平成１２年平均＝１００）でみると１００．１　　 （Ｐ１１）で前月比１．０％減、前年同月と同値となった。また、パートタイム労働者比率は２４．５％となった。
産業別に雇用の動きを対前年同月比でみると、卸売･小売業,飲食店（４．６％増）、サービス業

（０．５％増）では増加したが、電気･ガス･水道業（２０．１％減）、不動産業（９．３％減）、金融・保険業（７．４％減）、建設業（３．６％減）、運輸･通信業（１．８％減）、製造業（１．３％減）では減少した。
調査産業計の労働異動率をみると、入職率は１．２％で前年同月差０．３％増、離職率は１．８％で前年同月差０．５％増となった。
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調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計

結果の概要
事業所規模３０人以上（第１種）
１　賃金の動き
１月の調査産業計の１人平均現金給与総額は３０４，０５１円で、前月比５９．０％減（季節調整済指数では６．４％増（Ｐ１２））、前年同月比３．０％減となった。
現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は２９３，０６７円で前月比　　　　　２．１％減（季節調整済指数では０．９％増（Ｐ１２））、前年同月比０．４％減、特別給与は　　　　　　　　１０，９８４円で前年同月差１１，７５８円減となった。
また、定期給与のうち所定内給与は２６４，４４５円となり前月比１．５％減、前年同月比０．３％減となった。
産業別に定期給与の動きを対前年同月比でみると、不動産業（７．４％増）、電気･ガス･水道業

（６．４％増）、運輸･通信業（５．１％増）、金融･保険業（３．２％増）、サービス業（０．９％増）では増加したが、製造業（１．６％減）、卸売･小売業,飲食店（０．６％減）、建設業（０．２％減）では減少した。
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調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計
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産　　　　　業

現金給与総額

定 期 給 与�

特 別 給 与�

対　前　月

対前年同月

対　前　月

対前年同月

対前年差

調

査

産

業

計

279,100

-56.3

-4.2

264,092

-4.0

-4.0

15,008

-3,956

調

査

産

業

計

(*)

275,863

-56.0

-4.5

261,022

-5.4

-3.6

14,841

-5,438

建

設

業

341,967

-49.2

1.8

330,587

-2.9

1.7

11,380

8,341

製

造

業

297,580

-59.0

-5.7

284,968

-4.7

-3.2

12,612

-16,052

電

気

・

ガ

ス

・

水

道

業

484,359

-64.2

5.5

475,206

3.3

6.5

9,153

1,271

運

輸

・

通

信

業

289,884

-45.6

4.1

274,038

-3.6

3.9

15,846

1,285

卸

売

･

小

売

業

,

飲

食

店

208,036

-51.5

-7.7

189,275

-11.0

-10.5

18,761

4,898

金

融

・

保

険

業

376,342

-64.9

3.6

364,345

2.4

6.3

11,997

-9,829

不

動

産

業

346,894

-43.8

41.8

311,522

11.6

31.2

35,372

26,863

サ

ー

ビ

ス

業

288,465

-57.2

-4.0

272,974

0.3

-4.7

15,491

342





増減率

増減率


調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計

２　労働時間の動き
１月の調査産業計の総実労働時間は、１４７．８時間で、前月比７．８％減（季節調整済指数では

４．３％増（Ｐ１２））、前年同月比１．４％増となった。
総実労働時間を所定内と所定外に分けてみると所定内労働時間は１３３．９時間で前月比７．８％減、前年同月比１．５％増、所定外労働時間は１３．９時間で前月比７．５％減（季節調整済指数では　　　　　　５．７％増（Ｐ１２））、前年同月比０．７％増となった。
製造業の所定外労働時間は１５．９時間で、前月比１２．９％減（季節調整済指数では１０．９％減　　　　（Ｐ１２））、前年同月比５．２％減となった。
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調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計

３　雇用の動き
１月における調査産業計の雇用の動きを常用雇用指数（平成１２年平均＝１００）でみると１００．９    （Ｐ１１）で前月比０．９％減（季節調整済指数では４．３％増（Ｐ１２））、前年同月比０．３％増となった。また、パートタイム労働者比率は１８．４％となった。
産業別に雇用の動きを対前年同月比でみると、卸売･小売業,飲食店（８．４％増）、サービス業　　　　（０．９％増）では増加したが、不動産業（１４．７％減）、金融･保険業（９．２％減）、運輸･通信業

（４．７％減）、電気･ガス･水道業（２．０％減）、建設業（１．８％減）、製造業（０．７％減）では減少した。

調査産業計の労働異動率をみると、入職率は１．０％で前年同月と同値、離職率は１．８％で前年同月差０．５ポイント増となった。
[image: image8.wmf]表４　　本月末推計常用労働者数及び労働異動率

産　　　　　業

推計労働者数

ﾊﾟｰﾄ比率

対　前　月

対前年同月

対前月差

対前年差

対前月差

対前年差

調

査

産

業

計

1,307,390

-1.0

0.0

24.5

1.2

0.1

0.3

1.8

0.6

0.5

調

査

産

業

計

(*)

971,533

-1.1

-0.2

24.2

1.2

0.1

0.3

1.8

0.7

0.4

建

設

業

71,194

-1.6

-3.6

4.5

0.6

-0.5

0.3

2.3

1.2

0.1

製

造

業

448,787

-1.7

-1.3

12.9

1.0

0.1

0.2

2.1

1.6

1.2

電

気

・

ガ

ス

・

水

道

業

6,797

-21.1

-20.1

1.5

1.2

0.5

0.2

0.4

-0.4

-0.8

運

輸

・

通

信

業

94,666

-0.3

-1.8

13.0

0.8

-0.3

-0.3

1.1

-2.0

-0.9

卸

売

･

小

売

業

,

飲

食

店

310,443

0.2

4.6

51.2

1.8

0.5

0.8

1.7

0.8

0.2

金

融

・

保

険

業

34,520

-0.7

-7.4

5.7

0.5

0.6

0.7

1.1

0.1

-0.5

不

動

産

業

4,390

-6.2

-9.3

11.0

0.6

0.0

0.9

1.6

-2.8

0.1

サ

ー

ビ

ス

業

335,857

-0.6

0.5

25.5

1.1

-0.3

0.0

1.8

0.0

0.3
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調査産業計(＊)はサービス業を除く調査産業計
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[image: image9.wmf]表４　　本月末推計常用労働者数及び労働異動率

産　　　　　業

推計労働者数

ﾊﾟｰﾄ比率

対　前　月

対前年同月

対前月差

対前年差

対前月差

対前年差

調

査

産

業

計

776,300

-0.9

0.3

18.4

1.0

0.0

0.0

1.8

1.0

0.5

調

査

産

業

計

(*)

562,644

-0.8

-0.1

17.4

0.9

0.3

0.2

1.8

1.3

0.8

建

設

業

20,874

-0.6

-1.8

2.5

0.3

0.5

0.3

0.9

0.5

-1.0

製

造

業

342,508

-1.3

-0.7

8.9

0.9

0.1

0.1

2.2

2.0

1.8

電

気

・

ガ

ス

・

水

道

業

6,797

0.8

-2.0

1.5

1.2

0.5

0.2

0.4

-0.4

-0.8

運

輸

・

通

信

業

61,756

0.0

-4.7

14.5

1.1

0.0

-0.4

1.2

-0.6

-1.1

卸

売

･

小

売

業

,

飲

食

店

113,383

0.2

8.4

50.3

1.2

0.5

0.4

1.2

1.2

-0.4

金

融

・

保

険

業

15,830

-0.9

-9.2

5.0

0.5

0.6

0.8

1.0

0.3

-0.1

不

動

産

業

1,285

-16.8

-14.7

16.5

0.4

1.3

1.4

0.8

1.0

0.8

サ

ー

ビ

ス

業

213,656

-0.7

0.9

21.1

1.1

-0.5

-0.4

1.9

0.1

-0.2
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[image: image10.wmf]表３　　常用労働者１人平均月間実労働時間

産　　　　　業

総実労働

時間

所定内労

働時間

所定外労

働時間

対　前　月

対前年同月

対　前　月

対前年同月

対　前　月

対前年同月

調

査

産

業

計

147.8

-7.8

1.4

133.9

-7.8

1.5

13.9

-7.5

0.7

調

査

産

業

計

(*)

149.9

-9.1

1.3

134.7

-9.1

1.5

15.2

-9.0

-1.6

建

設

業

159.1

-6.6

1.3

142.8

-8.0

0.6

16.3

12.1

9.2

製

造

業

151.3

-10.2

-0.1

135.4

-9.8

0.3

15.9

-12.9

-5.2

電

気

・

ガ

ス

・

水

道

業

149.2

3.4

2.6

134.4

2.0

1

14.8

17.2

18.0

運

輸

・

通

信

業

171.5

-7.7

10.3

144.3

-9.4

8.8

27.2

6.4

17.2

卸売･小売業,飲食店

132.8

-7.6

0.9

125.9

-7.8

1.7

6.9

-2.9

-13.4

金

融

・

保

険

業

146.9

-5.4

6.2

135.2

-5.5

5

11.7

-5.2

25.7

不

動

産

業

170.4

-3.7

20.4

152.3

-3.4

17.6

18.1

-14.3

33.0

サ

ー

ビ

ス

業

141.9

-4.2

1.8

131.5

-4.2

1.2

10.4

-2.8

8.8
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表２　　定期給与の内訳







産　　　　　業







定期給与







所定内給与







超過労働給与







対　前　月







対前年同月







対　前　月







対前年同月







調







査







産







業







計







264,092







242,669







-3.6







-3.8







21,423







-6.3







-4.3







調







査







産







業







計







(*)







261,022







237,574







-4.9







-3.6







23,448







-7.9







-3.5







建







設







業







330,587







311,235







-4.1







-0.5







19,352







15.3







49.0







製







造







業







284,968







253,593







-2.6







-1.9







31,375







-13.0







-8.7







電







気







・







ガ







ス







・







水







道







業







475,206







410,740







5.4







8.8







64,466







18.7







7.4







運







輸







・







通







信







業







274,038







240,002







-4.7







1.6







34,036







-5.8







15.0







卸売･小売業,飲食店







189,275







181,524







-11.8







-10.3







7,751







7.7







-16.4







金







融







・







保







険







業







364,345







332,755







0.4







3.5







31,590







0.0







29.3







不







動







産







業







311,522







283,667







4.4







22.7







27,855







260.5







331.2







サ







ー







ビ







ス







業







272,974







257,408







-0.1







-4.7







15,566







2.1







-7.8
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表２　　定期給与の内訳







産　　　　　業







定期給与







所定内給与







超過労働給与







対　前　月







対前年同月







対　前　月







対前年同月







調







査







産







業







計







293,067







264,445







-1.5







-0.3







28,622







-5.2







-0.8







調







査







産







業







計







(*)







290,704







258,789







-2.0







-0.9







31,915







-6.1







-0.6







建







設







業







360,142







329,954







-6.5







-2.1







30,188







3.0







20.8







製







造







業







312,255







274,854







-0.6







-0.7







37,401







-8.7







-3.8







電







気







・







ガ







ス







・







水







道







業







475,206







410,740







5.4







8.7







64,466







18.7







7.4







運







輸







・







通







信







業







283,107







245,882







-7.7







2.4







37,225







1.4







16.7







卸売･小売業,飲食店







192,471







182,213







-1.4







-0.3







10,258







1.1







-8.7







金







融







・







保







険







業







383,304







346,975







-4.6







-1.7







36,329







1.1







44.9







不







動







産







業







287,738







270,214







-1.5







6.8







17,524







-9.1







2.9







サ







ー







ビ







ス







業







299,290







279,343







-0.5







0.8







19,947







-0.3







-1.8
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